
１　総括

 (1) 人件費の状況（普通会計決算）

 (2) 職員給与費の状況（普通会計決算）

（注） １　職員手当には退職手当を含まない。
２　職員数は、平成２１年４月１日現在の人数である。

 (3) 特記事項
平成１８年２月２０日　渋川市・伊香保町・小野上村・子持村・赤城村・北橘村による新設合併

 (4) ラスパイレス指数の状況（各年４月１日現在）

　　　　　　Ｂ

２０年度

渋川市の給与・定員管理等について

1,220,522千円

区　　分 歳 出 額

　　　　　　Ａ

住民基本台帳人口

　　　　　（２０年度末）

人 件 費

職員手当　　　　　　Ａ

85,869人

区　　分 給　　　　　　　　　与　　　　　　　　　費

465,592千円

　　計　　Ｂ

２０年度

実 質 収 支

給与費 B/A

6,422千円

給　 料

724人 2,963,607千円

人 件 費 率

一人当たり職員数

Ｂ／Ａ

32,388,463千円 1,061,730千円 6,496,143千円 20.1%

期末・勤勉手当

4,649,721千円

（参考）
１９年度の
人件費率

20.5%

（参考）
類似団体における１人当た
りの給与費

6,397千円

105.0 

 　　　

（注）１ ラスパイレス指数とは、国家公務員の給与水準を１００とした場合の地方公務員の給与水準を示す指数である。

　　　２　類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を単純平均したものである。
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２　職員の平均給与月額、初任給等の状況
 (1) 職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（２１年４月１日現在）

　　　　①一般行政職

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円

歳 円 円 円

　　　　②技能労務職

歳 円 円 円

清掃職員 歳 円 円 円

学校給食員 歳 円 円 円

用務員 歳 円 円 円

運転手 歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円

332,414

358,000

43.8

43.8

48.0

51.4 351,885

358,614

371,050

325,521

355,743

48.8 328,599

41.5

43.9

平均年齢

渋川市

平均給与月額

（国ベース）

334,650

49.2国

48.4

―

群馬県

う ち

う ち

う ち

う ち 47.6

渋川市

338,592類似団体

国

平均年齢 平均給料月額区　　分

337,993 394,453

（国ベース）

平均給与月額

376,155

389,772

区　　分

群馬県 426,858

398,310

391,770

348,250360,066324,486

370,103

平均給料月額 平均給与月額

349,146

285,548 ―

344,446

339,381

297,643

322,737

351,914327,514 407,114

平均給与月額

355,10043.9

歳 円 円

歳 円 円 円

　　　③小・中学校（幼稚園）教育職

歳 円 円

歳 円 円

歳 円 円

（注）１　「平均給料月額」とは、２０年４月１日現在における各職種ごとの職員の基本給の平均である。
      ２　「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間　　　　　 
　　　　外勤務手当などのすべての諸手当の額を合計したものであり、地方公務員給与実態調査にお
　　　　いて明らかにされているものである。　
　　　　　また、「平均給与月額（国ベース）」は、国家公務員の平均給与月額には時間外勤務手当、　　　

　　　　特殊勤務手当等の手当が含まれていないことから、比較のため国家公務員と同じベースで再

　　　　計算したものである。

327,925

類似団体

395,573

295,434

区　　分 平均給与月額平均年齢

49.2国

類似団体 311,057

平均給料月額

362,185

445,915

43.8

44.4

337,614

324,559渋川市 39.4

48.4

群馬県

285,548

340,898

― 322,737
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（2) 職員の初任給の状況（２１年４月１日現在）

円 円 円

円 円 円

円 円 円

（3) 職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（２１年４月１日現在）

円 円 円

円 円 円

円 円 円

３　一般行政職の級別職員数等の状況
（1) 一般行政職の級別職員数の状況（２１年４月１日現在）

経験年数２０～２５年

356,536

321,995

304,383

177,300

140,100

282,547

227,056

140,100

140,100

－139,000

143,400

172,200

国群　馬　県区　　　　　分 渋　川　市

高　校　卒

経験年数１０～１５年

一般行政職

区　　　　分

322,839

経験年数１５～２０年

大　学　卒

技能労務職 高　校　卒

一般行政職 172,200

216,500 253,775

285,217

技能労務職

高　校　卒

大　学　卒

3.3%

標準的な職務内容

高　校　卒

１　級 主事、技師

区　　分 職員数 構成比

19人

主事、技師
9.4%

副主幹、主査、主任
227人 38.8%

２　級

３　級

55人

（注）１　渋川市の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数である。

      ２　標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務である。

27.0%

58人

課長補佐、主幹

副主幹、主査、主任
227人

４　級

9.9%

38.8%

副部長、副支所長、参事

課長、次長

158人

３　級

49人 8.4%
６　級

７　級
19人

部長、支所長
3.2%

５　級

１級, 3.3% １級, 1.5% １級, 1.3%

9.4% 10.2% 11.3%

３級, 38.8% ３級, 36.9% ３級, 36.0%

４級, 27.0%
４級, 27.3% ４級, 32.1%

9.9% 11.9%
9.3%

8.4% 9.3% 7.6%
７級, 3.2% ７級, 2.9% ７級, 2.3%

0%

10%

20%

30%

40%
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平成２１年の構成比 １年前の構成比 ３年前の構成比
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４　職員の手当の状況

（1) 期末手当・勤勉手当

千円 千円

（２０年度支給割合） （２０年度支給割合） （２０年度支給割合）

期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当 期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当 期末手当　　　　　　　　　　　  勤勉手当

 月分  月分  月分  月分  月分  月分

（ ）月分 ( ）月分 （ ）月分 ( ）月分 （ ）月分　（ ）月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

役職加算　5～20％ 役職加算　5～20％ 役職加算　5～20％

管理監督者加算　10～25％ 管理職加算　10～25％

（注）　(  )内は、再任用職員に係る支給割合である。

【参考】勤勉手当への勤務実績の反映状況（一般行政職）

（2) 退職手当（２１年４月１日現在）

（支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年 （支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

国

23.5

渋川市

3.00

0.75

１人当たり平均支給額（２０年度） １人当たり平均支給額（２０年度）

1,630

1.50 3.00

1,947

群　　　　　馬　　　　　県渋　　　　　川　　　　　市

　　一律支給

―

1.60

1.503.001.50

0.75 1.60

30.55 30.55

0.751.60

国

23.5勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 定年前早期退職特別措置 その他の加算措置

（２％～２０％加算） 定年前早期退職特別措置

１人当たり平均支給額　　　　 千円 千円 （２％～２０％加算）

（注）退職手当の１人当たり平均支給額は、２０年度に退職した職員に支給された平均額である。

 (3) 地域手当

（２１年４月１日現在）

千円

千円

％ 人 ％

％ 人 ％

（注）一般行政職は、平成２１年度より支給開始                                                                          

(２２年度の制度完成時）

％ ％

（注）国の制度では、平成22年度での完成を目指して、平成18年度                                                                          

　　　　から支給率を段階的に引き上げている。       

913,699

支給対象職員数

支給実績（２０年度決算）

13医師

国の制度（支給率）支給対象地域等

59.28

59.28

41.34

23.5

59.28

支給職員１人当たり平均支給年額（２０年度決算）

支給率

13 11

前橋市、高崎市、太田市 3 4

10,051

59.28

30.55

41.34

59.28

47.5

33.5

1,047

47.5

59.28

23,055

30.5523.5

33.5

3

支給対象者 支給率 国の制度（支給率）

医師 15 15

4



 (4) 特殊勤務手当（２１年４月１日現在）

千円

　円

　％

ごみの収集及び運搬 1日 600円又は4,000円

半日 300円又は2,000円

社会福祉 生活保護、知的障害者、身体障害者、 日額 150円
心身障害児又は老人福祉に係る業務

行旅病人の救護作業 日額 1,000円

行旅死亡人の取扱作業 日額 3,000円

日額 500円

現業職員による道路舗装作業 日額 200円

税務事務 市税の徴収 日額 150円

市税の賦課のための調査 日額 100円

差押 日額 300円

夜間看護 深夜の正規勤務時間において行われる看護等 勤務時間数 2,500円から3,900円

等 救急患者に対処するための自宅等での待機 １回 2,700円

調査研究に関する業務（医師） 月額 100,000円から200,000円

管理職員の救急医療等 １時間 1,000円又は2,000円

42,313

115,608支給職員１人当たり平均支給年額（２０年度決算）

支給単価

職員全体に占める手当支給職員の割合（２０年度）

手当の種類（手当数） 8

39.1

感染症の病気にかかっていると認められる者の収容又は消毒

支給対象業務

支給実績（２０年度決算）

管理職員の救急医療等 １時間 1,000円又は2,000円

 (5) 時間外勤務手当

千円

千円

（6) その他の手当（２１年４月１日現在）
国の制度 国の制度と 支給実績 支給職員１人当たり

手　当　名 内容及び支給単価 との異同 異なる内容 （２０年度決算） 平均支給年額
（２０年度決算）

扶養親族のある職員 円

１　配偶者　　　13,000円

２　配偶者以外の扶養親族

　　１人　　　 　6,500円

　・配偶者がない場合 同
　　１人目のみ　11,000円

　・特定期間にある子

　　１人　　 5,000円加算

自ら居住するため住宅を借り受け 円

家賃を支払っている職員又は自己

所有住宅に居住する職員

１　借家・借間の場合 同
（家賃が12,000円を超える場合）

家賃の額に応じて　27,000円まで

２　自己所有住宅の場合　2,500円

職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ ２ ０ 年 度 決 算 ）

181,384支 給 実 績 （ ２ ０ 年 度 決 算 ）

扶養手当

287

千円

千円

（新築・購入から５年を経過しない場合）

住居手当

113,449

42,512

234,884

197,729
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通勤に要する費用を直接負担して 円

いる職員

１　交通機関を利用する場合

　定期代相当額（上限55,000円） 同
２　交通用具を使用する場合

　使用距離に応じて

　　2,000～24,500円

管理又は監督の地位にある職員の 円

うち規則で指定する職にある職員

部長 月額71,200円 異なる
参事 月額58,500円

課長 月額51,800円

課長補佐 月額38,500円

休日及び年末年始において、正規 円

の勤務時間中に勤務した職員 同
勤務１時間当たりの給与額×

125～150％×勤務時間数

医療職給料表（１）の適用を受ける 円

職に新たに採用された職員 同
採用日から３５年以内の期間

　月額216,000円を超えない額を

　期間の区分に応じて

異動等に伴い、住居から通勤する 円

ことが困難となり同居していた配偶

者と別居し単身で生活することが

常況となった職員 同

千円

千円

休日勤務手当

37,811

支給額が異なる

千円

管理職手当

単身赴任手当

通勤手当

初任給調整手当

2,791

24,957

696

179,454

49,883

616,681

千円

千円

19,937

2,268,845

348,000

常況となった職員 同
　23,000円

（配偶者との交通距離に応じて

　45,000円まで加算）

正規の勤務時間として午後１０時 円

から翌午前５時までに勤務をした

職員 同
勤務１時間当たりの給与額×25％

×勤務時間数

宿日直勤務をした職員 円

渋川総合病院

医師 １回35,000円

看護師 １回12,200円

その他 １回10,000円

一般職員 ５時間以上　4,200円

５時間未満　2,100円

管理職手当が支給されている職員 円

が公務運営等の必要により勤務し

た場合

１回につき4,000～12,000円

（６時間を超える勤務は勤務１回の

　額×150％）

千円

58,330

3,075

千円

千円

医療職

4,327

31,615

一部異なる

管理職特別勤務手当

宿日直手当

夜間勤務手当

14,573

113,868
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５　特別職の報酬等の状況（２１年４月１日現在）

円 円／ 円

円 円／ 円

円 円／ 円

円 円／ 円

円 円／ 円

月分

月分

　　 （算定方式） （１期の手当額） （支給時期）

給料月額×在職年数×520/100 任期毎

給料月額×在職年数×300/100 任期毎

(注）１　給料及び報酬の（　）内は、減額措置を行う前の金額である。                         
     ２　退職手当の「１期の手当額」は、４月１日現在の給料月額及び支給率に基づき、１期（４年＝４８月）     

359,800

295,800620,000

690,000

552,000817,000

435,000

（参考）類似団体における最高／最低額

579,6001,007,000

8,820,000

825,000
735,000

4.45

　　（２０年度支給割合）

区 分

17,160,000

市 区 町 村 長

助 役

議 長

退
職
手
当

市 区 町 村 長

給 料 月 額 等

備　　　　考

　　（２０年度支給割合）

副 市 長 4.45

副 議 長

市 区 町 村 長

副 議 長報

酬

副 市 長

議 員

期
末
手
当

議 員

390,000

給

料

議 長

360,000 560,000 273,500

     ２　退職手当の「１期の手当額」は、４月１日現在の給料月額及び支給率に基づき、１期（４年＝４８月）     
           勤めた場合における退職手当の見込額である。                                 
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６　職員数の状況

（1)部門別職員数の状況と主な増減理由
（各年４月１日現在）

職　　員　　数 備考

計
人口1,000人当たり職員数　　　　　　　　　　 人

（類似団体の人口1,000人当たり職員数 人）

人口1,000人当たり職員数　　　　　　　　　　 人

（類似団体の人口1,000人当たり職員数 人）

合　　計
人口1,000人当たり職員数　　　　　　　　　　 人

（注）１　職員数は一般職に属する職員数である。
　　　２　[     ]内は、条例定数の合計である。

6.02

＜参考＞

8.44

170

555

66
福祉

6.46

57

普
通
会
計
部
門

＜参考＞

平成２１年

　　　　　　　　区　　分

　部　　門

928

議会・総務

[   990   ]

教育部門
725

病院

小　計

小　計

下水道

一
般
行
政
部
門

＜参考＞

99

55

96
566

平成２０年

188

203

57

10.81[   0   ]

水道 32
87

その他

160

27

　公
　営会
　企計
　業部
　等門

税務

経済
土木（建設）

8.22

171
737

65

-15
2

対前年
増減数

88
33
24

173

51

196

933
[   990   ]

162 -2
1

-1
-12

3
-11

-1

-5

-1
3
6

7

（2)年齢別職員構成の状況（２１年４月１日現在）

　

区　分

未満

20歳 36歳20歳

～～ ～

28歳

～

32歳24歳 56歳44歳 60歳52歳48歳

～ ～ ～ ～

0

人 人

117

以上

84

人

計

928113

人

51歳47歳

40歳

55歳

80

人

～～

人人

31

人

23歳 39歳 43歳

人

31歳

83 116

27歳 35歳

職員数
人

1 51

人

15795

人 人

59歳

0

2

4

6

8

10

12

14

16

18
構成比

３年前の

構成比

%
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(3)定員管理の数値目標及び進捗状況

①平成１７年４月１日～平成２２年４月１日における定員管理の数値目標

人 人 人 ％

（参考）渋川市における定員管理の数値目標（数・率）

②定員管理の数値目標の年次別進捗状況（実績）の概要

（各年４月１日現在）

純減数

数値目標

63人（7.1％）減

7.163

始　期

平 成 17 年 4 月 1 日 平 成 22 年 4 月 1 日

終　期

計画期間

平成22年4月1日

888 825

職員数

平成17年4月1日

職員数

純減率

１７年～２２年

計

―

-16

―

-12

―

―

-16

―

-44

（注）１　計画期間は、１７年～２２年の５年間である。
      ２　（　％）内の数値は、数値目標に対する進捗率を示す。
　　　３　増減は、各年の欄にあっては対前年比の職員増減数を、計の欄にあっては計画1年目以   
  　　　降現年までの職員増減数の累計を示す。                                              

(150.0%)0

180

３年目

１９年 ２０年

553

-13

（参考）２１年

170

-10

174

561

-8

計画始期

182

一般行政

１７年 １８年

-29

95

585582

-2

180

数値目標

-24 5 (61.5%)

556566

４年目

増　減

職員数

-26

計

公 営 企 業 職員数

等 会 計

職員数

増　減

増　減

-29

105

3 (55.2%)10

108 95113

職員数

増　減

教　育

825

-63-14 -2 (69.8%)

846

増　減 -28

888 860

消　防 職員数

124

844

１年目 ２年目

3

　　　　　　　　　区　　分

部　　門

5

837

-9

171

1
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